
特定事業主行動計画に基づく

取組の実施状況の公表について

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１５条第６項に基づき、特定

事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を以下のとおり公表します。

公表項目 １． 管理職の女性割合

２． 男性の配偶者出産休暇取得率

３． 男性の育児参加休暇取得率

４． 男女別の育児休業取得率

５． 育児短時間勤務制度の利用率

６． 年間 20 日の年次有給休暇に対する平均取得率

令和元年６月

宮崎市
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１．管理職の女性割合

※管理職とは、課長級以上の職員を指します。

平成３０年４月１日現在

特定事業主

全管理

職員数

（人）

男性

管理

職員数

（人）

女性

管理

職員数

（人）

女性

割合

（％）

数値

目標

（時期）

（％）

最新値

（時期）

（％）

目標設

定時最

新値

（時期）

（％）

市長部局 105 91 14 13.3

12

（31 年

度末）

13.2

(30 年

度末）

8.5

（27 年

度末）

議会事務局 3 3 0 0.0

選挙管理委員会事務局 2 2 0 0.0

監査事務局 2 1 1 50.0

農業委員会事務局 2 2 0 0.0

教育委員会事務局 8 5 3 37.5 項目無

上下水道局 13 13 0 0.0 項目無

消防局 15 15 0 0.0 項目無

※市長部局等
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２．男性の配偶者出産休暇取得率

３．男性の育児参加休暇取得率

※取得者のうち、平成 29 年度に配偶者が出産した男性職員も含まれるため、100％を超える場合がある。

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

特定事業主

配偶者が

出産した

男性職員

数（人）

配偶者出

産休暇を

取得した

男性職員

数（人）

取得率

（％）

数値

目標

（時期）

（％）

最新値

（時期）

（％）

目標設定

時最新値

（時期）

（％）

市長部局 53 44 83.0
90

（31年度末）

83.3

(30 年度末）

89.7

（27年度末）

議会事務局 0 0 0

選挙管理委員会事務局 0 0 0

監査事務局 0 0 0

農業委員会事務局 1 1 100

教育委員会事務局 7 4 57.1
90

（31年度末）

57.1

(30 年度末）

100

（27年度末）

上下水道局 7 7 100
90

（31年度末）

100

(30 年度末）

33.3

（27年度末）

消防局 26 23 88.5
90

（31年度末）

88.5

(30 年度末）

88.6

（27年度末）

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

特定事業主

配偶者が

出産した

男性職員

数（人）

育児参加

休暇を取

得した男

性職員数

（人）

取得率

（％）

数値

目標

（時期）

（％）

最新値

（時期）

（％）

目標設定

時最新値

（時期）

（％）

市長部局 53 22 41.5
70

（31年度末）

40.7

(30 年度末）

38.4

（27年度末）

議会事務局 0 0 0

選挙管理委員会事務局 0 0 0

監査事務局 0 0 0

農業委員会事務局 1 0 0

教育委員会事務局 7 3 42.9
70

（31年度末）

42.9

(30 年度末）

50.0

（27年度末）

上下水道局 7 4 57.1
70

（31年度末）

57.1

(30 年度末）

66.7

（27年度末）

消防局 26 23 88.5
70

（31年度末）

88.5

(30 年度末）

91.4

（27年度末）

※市長部局等

※市長部局等
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４．男女別の育児休業取得率

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

特定事業主

技能労務

職員、消

防吏員以

外（％）

技能労務

職員（％）

消防吏員

（％）

数値

目標

（時期）

（％）

最新値

（時期）

（％）

目標設定

時最新値

（時期）

（％）

市長部局

（男） 9.4 0
5.0

（31年度末）

9.4

(30 年度末）

5.0

（27年度末）

（女） 100 0
100

（31年度末）

100

(30 年度末）

100

（27年度末）

議会事務局
（男） 0 0

（女） 0 0

選挙管理委員会

事務局

（男） 0 0

（女） 0 0

監査事務局
（男） 0 0

（女） 0 0

農業委員会

事務局

（男） 0 0

（女） 0 0

教育委員会

事務局

（男） 0 0
5.0

（31年度末）

0

(30 年度末）

0

（27年度末）

（女） 100 0
100

（31年度末）

100

(30 年度末）

0

（27年度末）

上下水道局

（男） 0 0
5.0

（31年度末）

0

(30 年度末）

0

（27年度末）

（女） 100 0
100

（31年度末）

100

(30 年度末）

0

（27年度末）

消防局

（男） 0 0 0 項目無

（女） 0 0 100
100

（31年度末）

100

(30 年度末）

0

（27年度末）

※市長部局等
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５．育児短時間勤務制度の利用率

６．年間 20 日の年次有給休暇に対する平均取得率

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

特定事業主

制度利用

対象職員

数（人）

育児短時

間勤務制

度を利用

した職員

数（人）

利用率

（％）

数値

目標

（時期）

（％）

最新値

（時期）

（％）

目標設定

時最新値

（時期）

（％）

市長部局 86 3 3.5
5

（31年度末）

3.5

(30 年度末）

1.8

（27年度末）

議会事務局 0 0 0

選挙管理委員会事務局 0 0 0

監査事務局 0 0 0

農業委員会事務局 1 0 0

教育委員会事務局 8 0 0
5

（31年度末）

0

(30 年度末）

0

（27年度末）

上下水道局 9 0 0
5

（31年度末）

0

(30 年度末）

0

（27年度末）

消防局 28 0 0 項目無

平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

特定事業主

職員に付

与された

年次有給

休暇日数

(日)

職員が取

得した年

次有給休

暇の日数

（日）

平均

取得率

（％）

数値

目標

（時期）

（％）

最新値

（時期）

（％）

目標設定

時最新値

（時期）

（％）

市長部局 31,280 20,492.3 65.5
80

（31年度末）

65.2

(30 年度末）

58.7

（27年度末）

議会事務局 320 194.4 60.8

選挙管理委員会事務局 200 95.2 47.6

監査事務局 180 100.3 55.7

農業委員会事務局 280 163.4 58.4

教育委員会事務局 3,600 2,302.2 64.0
80

（31年度末）

64.0

(30 年度末）

67.3

（27年度末）

上下水道局 4,080 2,818.8 69.1
80

（31年度末）

69.1

(30 年度末）

64.1

（27年度末）

消防局 6,760 4,846.0 71.7
80

（31年度末）

71.7

(30 年度末）

72.0

（27年度末）

※市長部局等

※市長部局等


